
4 月刊「建設」26-02

巻頭言

持続可能なインフラメンテナンスとは

平成26年に、トンネルや橋梁（以下代表して
「橋梁」という。）に対する５年に一度の近接目視
点検が義務化され、令和７年時点で３巡目の目視
点検が実施されている。２巡目終了（令和６年）
の前後でインフラメンテナンスのフェーズは大き
く変化した（変化したはずだと考えている）。
１巡目が終了した段階では、目視点検を通して
緊急措置が必要な橋梁が抽出され、インフラ管理
者はこれに基づき長寿命化計画を立案できた。こ
の計画立案は、比較的容易であったと推察される。
なぜなら、目視点検データを確認して、現時点で
劣化が進んでいる、健全度が低下したⅢ、Ⅳ判定
の橋梁を抽出すればよい。
問題は２巡目からである。２巡目以降はⅢ、Ⅳ
判定の橋梁が少なくなり、大量のⅡ判定橋梁、す
なわち、大量の補修予備軍に対応しなければなら
ない。具体的には１巡目と２巡目のデータを合算し、
これらの中からいち早くⅢ、Ⅳ判定に到達する橋
梁を抽出して補修優先順位を決定する必要がある。
１巡目の長寿命化計画は典型的な事後保全であ
り、２巡目以降は予防保全への転換が求められる。
そのためには、点検データを用いた分析を通して、
例えばライフサイクル費用の最小化を達成するよ
うな長寿命化計画を立案しなければならない。
国土交通省においても、平成26年に策定した

「国土交通省インフラ長寿命化計画」を、令和３
年に予防保全への本格的な転換を盛り込んだ内容
に改定したのは、補修予備軍増加への危惧と、そ
れに対する最善策が予防保全であると判断されて

のことと思料する。
我田引水のような記述は巻頭言としてあまり相
応しくないが、著者は目視点検データを用いて
インフラの寿命（Ⅰ判定からⅢ又はⅣに到達する
までの年数）を予測する技術開発を25年ほど行っ
ている。これは目視点検データを実務の意思決定
に有効活用したいという思いに端を発している。
目視点検の役割は、第一義的にはインフラの劣
化や変状を検出することである。しかし、これだ
けに終始していたのでは事後保全の範疇を抜け出
すことはできない。また、大半のデータは死蔵さ
れるだけである。インフラ分野に限ったことでは
ないが、デジタルデータが蓄積されつつある中で、
データの蓄積が目的化され、蓄積されたデータを
どのように活用するかという本来の議論が置き去
りになっていることが少なくない。単にデータを
デジタル化するだけでは、日々の業務に追われる
中で無意味な作業が一つ増えるだけであり、DX
の実践とは到底言えない。
第一義的な役割はそのままに、目視点検は、補
修の要否判断や予防保全を意識した長寿命化計画
の立案など、意思決定を高度化するための情報獲
得手段であると再認識することが重要である。近
接目視点検が義務化されたことで、目視点検デー
タが全国的に揃いつつある。その上で、今後は点
検の質を一定水準以上に均一化するとともに、蓄
積された点検データの分析を標準的に実施してい
くためのハード及びソフトウェア技術や制度設計
が求められる。持続可能なインフラメンテナンス
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を実施するためには、インフラのライフサイクル
にわたり、インフラ全体を俯瞰的に管理・運営す
るインフラマネジメントを定着させる必要がある。
令和５年度から、内閣府SIP第３期「スマート

インフラマネジメントシステムの構築（プログラ
ムディレクタ：東北大学・久田真教授）」が始まっ
ている。著者は、サブ課題e2「EBPMによる地域
インフラ群マネジメント構築に関する技術」の研
究開発責任者を務めている。第１期と比較すると、
第３期では、研究開発責任者がすでに確立された
技術を有していることが採択の前提となっている
ように見受けられ、それを中心とするインフラマ
ネジメント手法の社会実装に重点が置かれている。
サブ課題名からわかるように著者が対象とする

研究課題では、社会資本メンテナンス戦略小委員
会が令和４年に取りまとめた「地域インフラ群再
生戦略マネジメント」（以下「群マネ」という。）
との共創が極めて重要である。高速道路、国、県
が管理するインフラの老朽化もさることながら、
近い将来を見据え、地方自治体が管理するインフ
ラの老朽化に着目している。
地方自治体の多くは、インフラの老朽化に対し

て、厳しい予算制約、人的リソース及び技術力の
不足により、適切な維持管理を実施することが困
難な状況に陥っている。群マネを実施することの
利点は多々あるが、著者の専門分野の視点からし
ても、データ連携・統合のメリットは大きい。
目視点検データを集めて統計分析を実施するに

しても、単独の地方自治体では質・量ともに十分
なデータが得られず、信頼性の高いアウトプット
を導くことが難しい。一方で、近隣の地方自治体
や県とデータを連携し、データ量を増加させるこ
とができれば、それだけで分析精度は飛躍的に向
上する。
加えて、xROADのような道路データプラット
フォームが構築され、点検・構造基礎データなど
のオープン化が進めば、データ連携を通した群マ
ネやインフラマネジメントの社会実装は加速する。
令和７年８月１日に、大阪大学大学院工学研究
科のもとに「サステイナブル・インフラ研究セン
ター」を設立した。大学としても社会実装に恒久
的に向き合う姿勢を、内外に示す方法を模索して
きた結果である。本センターでは、具体的な活動
として、①科学と政策の好循環創出、②群マネへ
の貢献と本邦技術の国際展開、③大学センター間
の連携、④他分野・異分野連携を揚げている。
特に、②については、大阪府貝塚市（泉州地域）、
島根県益田市（以上は、国土交通省の群マネモデ
ル地域）、三重県多気郡明和町、さいたま市との
連携協定を締結し、具体的な活動を開始している。
当然ながら、各地方自治体それぞれに固有の課題
を抱えており、ひとつとして同じものはない。そ
れを肝に銘じつつ、持続可能なインフラメンテ
ナンスのために、群マネのベンチマークモデルと
インフラマネジメントの社会実装に力を入れてい
きたい。
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